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国会は21日、国会会期を79日間延長し、９月８日までとすることが確認されました。


民主・自民・公明３党の増税談合で合意した「一体改革関連法案」の「修正案」と「社会保障制度改革推進法案」は衆院に提出され、21日午前の議院運営委員会で特別委員会に付託されました。


自民・公明両党はまともな審議もせず、即刻衆院通過を迫っています。しかし、「法案」は、特別委員にも渡ったばかりで、その内容は国民に知らされないまま、決められようとしています。国民イジメの法案に理がないことは、与党の姿勢を見ても明らかです。なんとしても廃案に追い込みましょう。





政府は、「社会保障と税の一体改革」といって、社会保障のために消費税の増税が必要だといってきましたが、３党協議ではその言い訳さえ投げ捨て、増税だけを先行させるものです。また国会の質疑の中で、社会保障を充実させるどころか、年金給付の削減や、医療費の負担増など、国民いじめの計画が明らかになっています。


円高、デフレが続く中で消費税を増税すれば、リストラが進み、景気が冷え込み、国民のくらしはいっそう困窮することが明白です。中小企業は商売が続けられなくなります。経済が悪化し、税収は増える


どころか落ち込むことが必至であり、国家


財政の健全化には程遠い愚策です。
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民・自・公三党は、密室談合で増税を決め、新法案はまともな審議もおこなわず採決するなど、国会の形骸化につながる民主主義の破壊行為であり見過ごすわけにはいきません。政府・与党の執拗な世論誘導にもかかわらず、国民の多数は、いぜん消費税増税に反対しており、世論調査などを見ても、反対の声は大きくなる一方です。











